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持続する森林経営を真に実現する政策を構築せよ

基 本 認 識

１　少資源国日本といわれるわが国国土の 3 分の 2 を森林が占め、1,000 万 ha を超

える人工林面積を擁する中、年々増大する蓄積量の 2 割程度しか資源化（利活用）

出来ていない 1。林業白書から「21 世紀は国産材時代」という記述が消えて四半世

紀以上が経つ。

２　昭和 50 年代を嚆矢として間伐対策も手を替え、品を替え何度も実施され、林業

構造改善事業、林道などの基盤整備対策も相当な予算を投じて講じられてきた 2。

加えて京都議定書以降、環境・地球温暖化への対応、低炭素社会の実現といった政

策目的達成のため間伐が実行されるなどしている。にもかかわらず、森林・林業、

山村は衰退、疲弊し続けており 3、この負のスパイラルから脱する兆しはみえない。

３　原因・背景については、既に多くの説明がなされている。切り捨て間伐の実態

などから、結局のところ、国際競争下にある需要側と、持続する経営を行うとい

う認識を欠いている大多数の林業事業体（森林所有者）に担われている供給側と

の間に、経済的なミスマッチが根本にあるということである。

４　政府は一昨年 12 月には「森林・林業再生プラン」、昨年 11 月には「森林・林業

の再生に向けた改革の姿」4 を打ち出すとともに、森林・林業を成長産業と位置付

け、平成 23 年度予算などでその具体化への取組みを始めた。更に、森林・林業基

本計画の改訂に向けた作業も開始された。しかしながら、「森林・林業再生プラン」、

「森林・林業の再生に向けた改革の姿」における「持続する森林経営」という概念

は、専ら資源管理の側面からのマネジメントの意味で用いられている。

５　我々は、『単に資源管理面だけでなく、産業として成立するという意味での「持

続する森林経営」が真に実現されることを通じて、はじめて森林産業が未来を創る

成長産業となり、新たな政策目的にも対応した循環型低炭素社会の誕生につながる。

そして森林を活かした豊かな日本となることができる。』と考えるものである。

以上のような基本認識に立ち、次の通り中間提言を行う。

なお、今後引続き研究を行い、平成 24 年度予算、施策に反映させるべく、最終提

言を行う。

◎文中小さな算用数字が付してある部分は、P4 ～ 10 の参考資料（図、表など）の段落数字に対応



提言Ⅰ　持続する森林経営1※が可能となる、法制度を含めた

総合的施策を構築する

1 森林を経済林、非経済林（環境林）に区分する基準2※を明確にする。そして、地

域（ブロック）3※ごとに、経済林については林業事業体が主体的に取り組む際の目

安となる経営モデルを、非経済林については最終的に管理・関与を不要とする天然

林化に向けた工程表を提示する。

2 マーケットイン（市場指向）型の経営とするため、国家戦略として需要4※創造を

行うとともに、供給側のコスト削減努力と創意工夫を引き出し、需要側と供給側が

経済的にマッチする5※環境を整備する。

3 生産性向上（コストダウン）に寄与する路網の整備と作業・事業単位の集約化を

可能とする法制度（公共の福祉による財産権の制限）6※を整備する。

4 3 の法制度の整備と相まって、集約化を通じ経営が持続するとの視点に立って、

特に農業（相続税の納税猶予制度7※）に比べ格段と不利な相続コストや保有コスト

の見直しを含めた税制5 の再構築を行う。

1※ここでの「経営」とは、当然単なる森林資源管理を意味するものではなく、創意工夫・努
力、自己責任により、産業として持続する企業経営の「経営」と同義であり、また、その経
営形態（株式会社、国・公有林、林業公社、森林組合、部落有林など）は問わない。

2※基準として考えられる要素としては、地形、土壌条件、林相などの自然的条件と世界自然
遺産、国立公園などの社会的条件が考えられる。また、区分の実際的意義は、施業ルールの
明確化と公的補助の見直し（例えば非経済林については、天然林化に伴う経費、最終的に管
理・関与を不要とするまでの間の管理経費などは全額国の責任とするなど）にある。

3※地域（ブロック）は例えば、北海道、東北、北陸、関東、中部、近畿、中国、四国、九州
（沖縄）とすることが考えられる。
4※需要に関しては、「未来を創る木材産業イノベーション研究会」が P.11 ～のような報告を
行っている。

5※「経済的にマッチする」の意味：需要側は例えば、木質バイオマス（ペレットなど）にし
ても国際競争に勝てるかどうか、供給側は経営として採算がとれるかどうか、これが両立す
ることが肝要ということ。かつての間伐対策が切り捨てになり、森林経営に活かされること
が少なかったのは、需要側と供給側が経済的にミスマッチしていたことが原因である。

6※整備しようとする法制度は、森林を国民共有の資源、財産と位置付け、公共の福祉の観点
から、私的財産権に一定の制約を課すという考えに基づくものである。法制度として整備す
べき事項は、①森林情報の整備、地籍調査の早期完了、②所有と利用（経営）の分離（所有
者不在でも集約化を可能とする）などである。

7※農業の場合、農地の「利用」でも相続税の納税猶予制度の対象となる。
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提言Ⅱ　提言Ⅰの施策の効果が持続し、循環型社会定着の

ため、経過的施策を講ずる

1 提言Ⅰの施策が効果を発揮し、持続する森林経営（ブロックごと経営モデル）の

基盤が確立され、国際競争力のある森林産業となるまでには、相当の期間を要する

と見込まれる。またその実現は、循環型低炭素社会の基礎（インフラ）といってよ

い。

この期間に行われる伐採後の再造林は、当該政策目的実現に極めて重要な役割を

果たすが、再造林後の収入を生まない育林期間が長期にわたることから、これを確

実に実行するため、低コスト生産を可能とする経営体質強化に向けた支援8※を行う。

2 自己責任を超えた事態に対応するセーフティネット9※を整備する。

8※経営体質強化に向けた支援の具体的措置の例：①路網整備費、雇用労働費、設備投資等に
対する政策的融資・税制。②政策的融資による長期運転資金の供給など。

9※自己責任を超えた事態とは、「材の過剰供給により、国際的材価を大幅に下回る材価となっ
た場合」、「自然災害により、経営の持続が困難となった場合」などを想定。セーフティネッ
トとしては、林業事業体も中小企業としてとらえ、中小企業信用保証制度を活用できるよう
制度改正を行い、多様な金融機関から円滑に金融を受けられるようにすることなどが考えら
れる。

提言Ⅲ　提言Ⅰ、Ⅱの施策を着実に実行する仕組みを構築する

1 各種経営形態の経営実態の把握と検証を通じ、所要の対策10※を講ずる。

10※例えば、①国有林については、その経営実態の検証と情報開示を行うとともに、経済林、
非経済林に区分した上で、経済林部分の経営全般の民間委譲、非経済林部分の天然化に向け
た工程表を早期に策定する。②森林組合の事業受注面の独占的・優遇的部分、また、補助金
等の交付対象面での優遇的部分については、他の事業体とイコールフッティングとする、な
ど。

2 施策の的確な遂行上必要となる、経営11※、資源管理（天然林化など）面で高度の

専門性を有した人材育成とその雇用の場の確保を 5 ～ 10 年の工程表により行う。

11※林業事業体の経営実態をまずきちんと検証し、雇用力を把握することから始めるべき。

以　上
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参考資料

1 日本の森林は着実に充実しており、現在では 40 億 m3 を超える森林蓄積量がある。ま

た、平成 14 年からの 5 年間についてみると、年平均 7,800 万 m3 の年間蓄積量が見込まれ

る（資料 1）。

資料 1 森林蓄積の推移

（出典：林野庁「森林資源の現況」）

一方で、平成 19 年の国産材木材供給量は 1,873 万 m3（丸太換算）であって、同じ年度

の推定年間森林蓄積量の 4 分の 1 弱を利用しているに過ぎない（資料 2）。
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資料 2 木材供給量（用材）と自給率（丸太換算）の推移　

（出典：林野庁「平成 22 年度版森林・林業白書」）

日本の森林蓄積量は世界の主要林業国と比較しても遜色のない状況にある（資料 3）。し

かし、木材生産量についてみると、日本はその森林蓄積量に比べ木材生産量が乏しく、潤

沢にある国内の森林蓄積が十分には活用されていない状況にある。

資料 3 木材生産状況の国際比較

（出典：規制改革会議「中間とりまとめ（2008 年７月２日）」をもとに日本経済調査協議会

が作成）
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2 高度成長期以降、日本の林業には多額の予算措置が講じられてきた。最近 20 年間につ

いて見ても、一般会計の中に占める造林・治山・林道等の公共事業予算は年間 3,000 億円

を上回る規模で推移し、ピーク時の平成 10 年には 6,300 億円を超える予算が措置されて、

非公共事業とあわせると一般会計総額は 7,400 億円を超える規模にまで達した（資料 4）。

資料 4 森林・林業関係一般会計予算推移

3 日本における林業就業者数の減少は著しく、これらの林業就業者に占める高齢者の比

率も年を追うごとに高まっている。このことから、若者の山村離れ・林業離れの実態が読

み取れる（資料 5）。

資料 5 林業就業者数、高齢化率（全産業・林業）の推移

（出典：林野庁「平成 22 年度版森林・林業白書」をもとに日本経済調査協議会が作成）
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資料 6 林業産出額の推移

（出典：林野庁「平成 22 年度版森林・林業白書」）

また、林業全体の産出額の推移（資料 6）だけでなく、林家 1 戸あたりの所得の推移

（資料 7）からも、林業の置かれた経済的困難をうかがい知ることができる。

資料 7 林業所得の推移

（出典：林野庁「平成 22 年度版森林・林業白書」）
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4 多数の小規模森林所有者と少数の大規模森林所有者の二極化が日本の森林所有構造の

特徴である（資料 8）。今回の「森林・林業再生プラン」でも、所有が細分化された森林の

施業集約化と作業の効率化が喫緊の課題として示された（資料 9, 10）。

資料 8 所有山林規模別事業体数の割合

（出典：日本林業経営者協会作成資料）

資料 9 森林・林業再生プランの概要

（出典：林野庁作成資料）
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資料 10

（出典：林野庁森林・林業基本政策検討委員会作成資料）
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5 林業を営むためには長期間にわたり山林を保有し経営することが必要であるにも関わ

らず、相続を含めその間の長期保有にかかる税負担は大きく、農業と比べて不利な状況に

ある。

例えば相続税に着目した場合、農業では農地の「利用」についてもその納税猶予（資料

11）が認められているが、林業では山林の利用について納税猶予は認められていない。ま

た、相続税の延納について、農業に比べはるかに長い経営期間が必要である林業に対して

も、原則的には農業と同様の期間内（20 年以内）での延納しか認められていない。

資料 11 相続税の納税猶予制度概要

（出典：農林水産省作成資料）
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